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【論文要旨】
　本論は，文化人類学的な観点から，市場志向という企業文化のマーケティング・チャネルのメソ
バー間での組織間共有と組織間学習という行動の体系化を試みる。本論の目的は，企業のマネジャ
ーが市場志向という企業文化を開発し統制する際に，文化人類学上の変数を操作することで，自社
内のメソバーの市場志向度合いを高め，それが，取引関係にある企業との組織間学習を促進し，組
織パフォーマソス向上に貢献するという概念モデルを提示することである。
　まず，マーケティング学問における市場志向という文化とその実践についてレビューする。次
に，組織論での企業文化の研究成果に基づき，文化人類学的な観点から，マネジャーが開発し操作
すべき市場志向文化の構成要素を体系化する。その後，売り手企業と買い手企業での市場志向文化
の共有と，その実践である市場情報の生成，普及，反応を両社で行うという組織間学習の促進が，
組織のパフォーマソスに貢献するという概念モデルを示す。最後に，まとめと今後の研究の方向性
を議論する。
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まとめと将来の研究の方向性
はじめに
　1980年代初頭まで，マーケティング学問の中では，企業文化にはほとんど注目が当てられてこ
なかった。しかし，これは驚くべきことではない。企業の外部にいる消費者あるいは顧客のニーズ
を充足させるというマーケティングの本質的テーマへの関心の集中は，マーケティング戦略などの
政策立案に研究者や実務家を没頭させた。その一方で，その立案した政策を実行する組織の問題に
は関心が向けられなかった。Peters　and　Waterman（1982）の記述的な研究成果によって，組織文
化への関心が高まり，今日に至っている。近年では，市場志向という文化の開発および統制と，そ
の文化の実行に対して研究者の関心が向けられている。しかしながら，これまでの研究は，単一企
業内での文化の開発や統制，および，戦略的連携のような水平的な企業間関係での組織間学習につ
いて研究の注意が向けられ，マーケティング・チャネル・という垂直的な企業間での文化の共有，組
織間学習，そして，それの成果については，ほとんど研究がなされていない。
　本論は，文化人類学的な観点から，市場志向という企業文化をレビューし，その文化のマーケテ
ィソグ・チャネルのメソバー間での組織間共有と，その文化に基づいた組織間学習という行動を説
明するための概念モデルを開発する。文化人類学では，社会集団の中で共有された信念，価値観
神話，儀式，人工物などを，文化を表現するものとして捉えている1。市場志向という概念は，マ
ーケティング・コンセプトを実行するという企業内で共有された文化であり，今回の研究では，市
場志向という文化について共有された信念，価値観，神話，儀式，人工物などが，市場志向文化の
開発と統制に貢献するであろうことを説明する。
　本論の目的は，市場志向型マーケティング・チャネルを開発するための概念モデルを開発し提示
することにある。市場志向型マーケティング・チャネルとは，マーケティング・チャネル内の売り
手と買い手の双方が市場志向文化を共有し，組織間学習を行うというマーケティング・チャネル形
態である。企業のトップ・マネジャーは，市場志向という組織文化を開発し統制する際の文化人類
学上の変数を操作することで，マーケティソグ・チャネル内で取引関係にある企業との組織間学習
を促進し，組織のパフォーマンス向上に貢献するかもしれないことが説明される。それ故に，この
研究は，機能主義的な組織観／組織文化観の立場をとっている（出口2004）。
　まず，マーケティソグ学問における市場志向という文化とその行動に関する先行研究をレビュー
し，市場志向文化の概念規定の不十分さを指摘する。次に，組織論での研究成果からマネジャーが
1組織文化の研究ラインについては，出口（2004）に詳述されている。
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開発し統制すべき市場志向文化の構成要素を特定する。その後，売り手企業と買い手企業での市場
志向文化の共有と，その行動上の側面である市場情報の生成，普及，反応を両社で行う組織間学習
について議論し，それが組織のパフォーマソスに貢献するという概念モデルを提示する。さらに，
組織間学習に影響を及ぼすモデレーターとなるチャネル・パワーの均衡問題を取り上げ，最後に，
まとめと今後の研究の方向性を示す。
第一章　市場志向文化と組織学習
市場志向の文化的側面
　1980年初頭，実務家の間では企業文化（あるいは，組織文化）への関心が高まっていた
（Deshpand6，　and　Parasuraman　1984）。その背景には，全従業員が“顧客に密着する”という信念
に同化する“共感的精神分裂症”（Peters　and　Waterman　1982），あるいは，“クラン（clan）”と
言われる日本企業独特の企業文化に対する多くの実務家および研究者の注目がある（Ouchi
1980）。企業文化への関心は，その後，戦略論，組織論，マーケティソグといった諸学問の研究者
に大きな影響を及ぼした。例えば，戦略論の分野では，RBV（resource　based　view）の観点から，
競争優位性の源泉としての企業文化への関心が高まり（例えば，Barney　1986；Fiol　1991），組織
論の分野では，Administrative　Science　Quαrterlyの特集号が1983年に発行された。マーケティソグ
の分野では，それまであまり重視されてこなかった企業内部での人的側面に焦点を当てることの重
要性が強調された（Parasuraman　and　Deshpand61984）。
　さらに，マーケティソグ学問においては，従来から存在する“マーケティング・コンセプト”を
再考する機運が高まった（Houston　1986；Webster　1988）。こうした流れを受けて，マーケティン
グ分野における企業文化の概念規定や文化尺度の開発，そして，それの実証研究の実施という研究
ライソが整備されていった。例えば，Deshpand6　and　Webster（1989）は，企業文化に関する文献
サーベイと企業文化概念のマーケティソグ研究への適用を試みた。Deshpand6，　Farley，　and　Web－
ster（1993）は，組織論における文化類型を適用して，どのような文化のタイプが事業業績に影響
を及ぼすのかについて実証研究を試みた。
　他方，企業文化の行動的側面に焦点を当てるマーケティング研究者たちもいた。Kohli　and
JaWorski（1990）は，マーケティソグ・コソセプトを“実践”している組織を市場志向型組織
（market－oriented　organization）と呼び，その活動として，組織全体による市場情報の生成，市場
情報の普及，市場情報への反応を提示している。Narver　and　Slater（1990）は，買い手に対して
優れた価値を創出するのに必要な行動を，最も効果的に，そして，最も効率的に創造しようとする
企業文化を市場志向として捉えている。彼らは，Kohli　and　Jaworski（1990）と同様に，市場情報
を入手して組織内に普及させる活動と，顧客価値の創造を部門間で調整することとして，マーケテ
ィング・コソセプトの実践を捉えた。
　しかし，上記で示したマーケティング学問における企業文化研究では，主として，経営哲学とし
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てのマーケティング・コンセプトという用語が企業文化と相互交換的に用いられており，企業文化
の構成概念に偏りがあるように思える。例えば，Kohli　and　Jaworski（1990）は，マーケティソグ
　コンセプトを企業文化と同義に用いているわけではないものの，その操作化可能な構成要素を，
（1）顧客焦点（既存および将来の顧客ニーズとそれへの影響要因を理解すること），（2）調整されたマ
ーケティソグ（自社内の様々な部門による協調的行動），（3）収益性（市場志向の結果としての収益）
として構成し，これを中核的な支柱に据えている。また，Nary．　er　and　Slater（1990）は，（1）顧客
志向（顧客に対して優れた価値を継続的に創造できるように対象顧客を十分に理解すること），（2）
競争業者志向（現在および潜在的な競争業者の短期的な強みと弱み，および，長期的な能力と戦略
を理解すること），（3）部門間調整（標的顧客に対して優れた価値を提供するに当たって調整された
経営資源の活用）を企業文化である市場志向の構成要素としている。
　これにっいて，Harris　and　Ogbonna（1999）は，文化の深さと幅という側面からは，　Kohli　and
Jaworski（1990），Narver　and　Slater（1990）らが示した市場志向概念は，文化規定を制限している
と批判している。彼らは，Kohli　and　Jaworski（1990）による市場情報の生成，普及，反応という
プロセスは，Pettigrew（1979）が示した企業文化の構成要素（共有された仮定，価値観，シンポ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　x－tル，神話，信念，’儀式）を市場志向概念の中に十分に盛り込んでいないと主張している。さらに，
Narver　and　Slater（1990）による企業文化としての市場志向は，「ほんの少数のタイプの文化の明
示に関する尺度から構成されており，これは明らかに，企業文化の理解の範囲を制限している」と
述べている。
　要するに，Kohli　and　Jaworski（1990）や，　Narver　and　Slater（1990）らの文化的側面からの市
場志向に対する概念規定や尺度開発は，企業文化の影響を明らかにするには不十分である。したが
って，市場志向を企業文化という観点から考察するに当たっては，企業文化について十分に検討す
る必要がある。
組織学習
　組織論の研究者あるいは理論家たちは，1980年代初頭から，組織学習（organi乞ational　learning）
あるいは学習する組織（learning　organization）に対して大きな関心を寄せている。学習に関する
定義には，．研究者および理論家の間でも様々な見解があるが（Gavin　1993），　Argyris　and　Sch6n
（1978）は，誤りを発見し訂正するプロセスである（p．2）として組織学習を定義している。こ
こで，誤りとは，自分たちの目的にとって学習を妨げる知識あるいは知ったかぶりのことで
（Argyris　1977，　P．116），知識あるいは知っている事と実際に起こった事の間のミスマッチを指して
いる（Argyris　1996，　p．5）。　Fiol　and　Lyles（1985）は，より良い知識と理解によって行動を改善す
るプロセスであると定義している（p．803）。Stata（1989）は，個人学習との比較において，組織
学習は，共有された見識，知識，メンタル・モデルを通じて発生し，過去の知識と経験（すなわ
ち，記憶）の上に構築される（P．64）と捉えている。他方で，組織活動の側面からは，組織学習を
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実践する組織を学習する組織（learning　organization）と捉え，学習が活発化した組織とはどのよ
うな組織かという問いに対して定義している人々もいる。例えば，Senge（1990）は，真に望む結
果を生み出すために継続的に能力を拡張し，新しい発展的な思考パターンが育成され，共通の志が
自由に設定され，かつ，一緒に学習する方法を継続的に学習している人々がいる組織（p．3）と捉
えている。また，Garvin（1993）は，知識を創造し，獲得し，伝達するスキルがあり，新しい知識
と見識に対してその行動を修正できる組織である（p．80）と定義している。
　マーケティング学問においては，Sinkula（1gg4）は，組織学習とは，創始者以外の個人に活用
されるように知識を保存する手段であると述べている（p．36）。Slater　and　Narver（1995）は，行
動に影響を及ぼす可能性を持つ新しい知識と見識の開発である（p．63）と捉えている。
　また，何人かのマーケティングの研究者たちは，市場志向に基づく活動は組織学習であると述べ
ている（例えば，Day　1999；Slater　and　Narver　1995；Lukas，　Hult，　and　Ferrell　1996）。　Day（1999）
は「市場志向型の組織は，深く浸透した外部志向の文化と一体となっており，その文化は，顧客の
言うとおりの条件で優れた品質と価値をもたらし，ライバルに勝る優位性を創造することを目論ん
だものである」と指摘し，その文化は，組織が共有する信念，思考様式，理解を表している。
Slater　and　Narver（1995）は，市場志向は組織学習の主要な文化的基盤であると主張している。
このように，市場志向の研究者たちは，市場について学び，それに対して組織として反応する活動
として市場志向文化の実践を表現している。
　他方で，何人かの組織論の研究者たちは，情報処理プロセスの観点から組織学習を体系化した
（例えば，Dixon　1992；Huber　1991；Levitt　and　March　1988）。情報処理パラダ・イムに依拠した組織
学習のプロセスでは，知識（情報）を獲得し，情報を普及させ，そして，その情報を解釈し，組織
記憶として蓄積するという一連の相互作用を経る。
　市場志向という文化を行動的側面から概念化したマーケティング研究者たち（例えば，Jaworski
and　Kohli　1993；Kohli　and　Jaworski　1990；Sinkula　1994；Sinkula　Baker，　and　Noordewier　1997；
Slater　and　Narver　1995）は，この情報処理パラダイムを市場志向型活動に適用し，市場志向の企
業では，市場情報の収集，情報の普及，解釈の共有を通じて，消費者により優れた価値を提供する
ことを示している。
市場志向文化と組織学習
　市場志向に関する初期の研究テーマは，マーケティング・コンセプト実践のための構成概念の枠
組み構築と操作化のための尺度開発であった（Kohli　and　Jaworski　1990）。つまり，顧客志向，消
費者志向といったマーケティソグ学問固有の経営哲学を行動として実践することについて，その概
念枠組みと行動成果へのインパクトを理論化する試みであった。当初の概念枠組みは，マーケティ
ング・コンセプトを行動と捉えたり（Kohli　and　Jaworski　1990；Jaworski　and　Kohli　1993），あるい
は，その背後にある企業文化と捉えていた（Narver　and　Slater　1990）。しかし，市場志向に対す
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表1．市場志向の前提と結果
構成概念 Jaworski　and　Kohli（1993） Narver　and　Slater（1990）
前提
@　　卜
トップ・マネジメソト
@市場志向となることへの強調
@リスクを負うことへの歓迎
薄蜉ﾔのダイナミクス
@部門問コンフリクトの小ささ
@部門間統合の強さ
g織システム
@形式化，集権化，部門化，報酬システム
s場志向
@市場情報の組織全体による生成
@市場情報の組織全体への普及
@市場情報に対する組織全体としての反応のデ
@ザインとその実行
P　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L
@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、ノ
トップ・マネジメント
@長期的展望
@利益の重視
ﾚ客志向
@顧客へのコミットメント
@顧客価値の創造
@顧客ニーズの理解
@顧客満足目標
@顧客満足度の測定
@販売後のサービス
｣争業者志向
@販売員による競争業者情報の共有
@競争業者の行動への迅速な対応
@トップ・マネジメントによる競争業者の戦略
@の議論
@競争優位性のための標的機会
薄蜉ﾔ調整
@部門間での顧客訪問
@部門間での情報の共有
@戦略への機能統合
@すべての機能が顧客価値に貢献する
@他の事業部門との資源の共有
結果 従業員への効果
@組織へのコミットメント
@団結心の高まり
幕ﾆ業績の向上
@主要な競争業者との相対的シェア
事業業績
@ROA
搗ｱ的競争優位性
Jaworski　and　Kohli（1993）とNarver　and　Slater（1990）を基に作成
るこれら初期の認識は，文化と行動が混同され，用いられた（表1参照）2。
　表1から理解できるとおり，Jaworski　and　Kohli（1993），Narver　and　Slater（1990）が前提とし
て構築した構成概念は，文化としての構成概念と言えるものではなかった。確かに，トップ・マネ
ジメントが市場志向を強調したり，あるいは，長期的な展望を持つことは，その企業のビジョソと
して掲げられるかもしれないが，組織内に市場志向文化を開発し，統制するには十分とは言えない
だろう。
　その後，Slater　and　Narver（1995）は，市場志向行動を組織学習と捉えることで，文化と実践
を明確に区分した。つまり，学習する組織を市場志向型組織と捉え，そのような企業の文化と風土
を提示し，組織学習を市場志向の実践と捉えたのである（図1参照）。彼らは，文化には市場志向
2例えば，Narver　and　Slater（1990）は，文化としての市場志向の度合いを推i計することを目的として尺度を
　開発したが，15項目の尺度のうちの9項目は，明らかに，行動上の特性に関するものであったという指摘が
　ある（Sanzo，　et　aL　2003，　p．333）。
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図1．企業文化，組織学習，組織パフォーマンス
文化／風土
　文fk
企業家精神
　　　支援型リーダーシップ
　戦略計画立案の分権化
　　　　　屍±
　　　組織学習
　　　　　　　　　　　　競争優位
‘ll：1：垂跨組織のパ
フォーマンス
Slater　and　Narver（1995）を基に作成
と企業家精神が含まれ，風土には有機的組織構造，支援型リーダーシップ，戦略計画立案の分権化
が含まれることを示した。また，実践については，組織論での組織学習における情報処理パラダイ
ムを適用し，情報の収集（生成），情報の普及，解釈の共有，組織記憶から構成される一連の行動
プロセスを提示した。このような文化と実践の関係を考慮すると，市場志向文化を有する企業は，
組織学習を通じて，現在および将来の顧客ニーズに適応することが可能となり，組織学習の結果，
持続的な競争優位性のある製品およびサービスを開発でき，それが組織パフォーマンスに結びつく
ことが想定される。実際，何人かのマーケティソグの研究者たちは，市場志向と学習志向は，組織
のパフォーマンスにプラスの影響を及ぼすことを発見している（例えば，Baker　and　Sinkula　1999；
Hurley　and　Hult　1998；Mavondo，　Chimhanzi，　and　Stewart　2005）。
市場志向文化の概念的曖昧さ
　市場志向行動に組織学習概念を適用することによって，文化としてのマーケティング・コンセプ
トとその実践は明確に区別された。これによって，企業のマネジャーは，組織の構成員に対して，
どのような文化を開発し，そして，そこから生まれる行動をどのように統制すべきかについての方
向性を見出すことが可能となる。しかし，依然として，いくつかの間題が残されたままである。第
一に，マネジャーは，企業文化をどのように開発・統制するのかという問題である。市場志向を企
業文化という文脈から考察し，経営管理上の含意を導き出し，経営者たちに対して何らかの処方箋
を提示するためには，管理対象となる文化の構成要素とその操作化を実現しなければならない。し
かし，これまで議論したように，企業文化の構成要素に対する注意は十分に払われていない。さら
には，企業文化の管理可能性に対して批判的な意見も見られる。これまで，マーケティング研究者
の間では，市場志向という企業文化は，創造でき，かつ，管理可能であるという暗黙の前提の下で
議論されてきた。しかし，組織論における一連の議論の中では，企業文化は，直接的に管理するこ
とは困難で，組織メンバーの価値観信念，基本的仮定は，組織の境界線を超越するので容易には
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管理できず，組織文化は変革するが，それは進化論的となり，採用された経営計画に望ましいとさ
れるものとはたびたび異なるという見解もある（Harris　and　Ogbonna　1999）。いずれにしても，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t市場志向文化を組織に浸透させることが可能なのかどうか，そして，それがマネジャーによって統
制できるのかどうかについて尺度を開発し検証する必要がある。
　第二に，文化人類学的な観点かち市場志向という企業文化が組織学習に対してどのようなインパ
クトを及ぼすのかという問題である。組織学習は，組織構成員に対して“実践への参加”を要請
し，それまでの受動的な業務遂行から能動的な業務遂行（すなわち，シングル・ループ学習からダ
ブル・ループ学習）への転換を要求することになる（青木2003）。これを考慮すれば，企業がよ
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り市場志向となるほど，組織構成員の組織学習が促進されることが想定される。しかし，マーケテ
ィングの分野における市場志向の研究では，組織論における文化人類学的な文化の構成要素が組織
学習プロセスに対してどのようなインパクトを有しているのかについては未だ検証されていな
い3。この点について，Jaworski　and　Kohli（1993）の実証研究では，従業員は自部門の成功のため
には要求された職務以上のことを行うという企業へのコミットメントに対して市場志向はプラスの
影響をもたらすことが発見されている。しかし，この検証結果は，彼らが規定する情報生成・普
及，および，反応という市場志向活動の結果として，従業員のコミットメントが高まるということ
を示しているだけで，市場志向文化がSlater　and　Narver（1995）が示した組織学習のプロセス，
すなわち，情報生成・普及，解釈の共有，組織記憶にプラスの影響を及ぼすことを支持しているも
のではない。
　最後に，このイソパクトを検証するに当たっては，上述した企業文化と同様に，組織学習の各
フェーズを表す尺度を開発しなければならない。しかし，これまでの研究では，組織学習プロセス
での情報の解釈と組織記憶については，尺度開発と経験的な検証には困難が伴うことが指摘されて
いる（Sinkula，　Baker，　and　Noordewier　1997を参照せよ）。このため，市場志向文化の組織学習へ
のインパクトと，組織学習の組織パフォーマンスへのインパクトを検証するに当たっては，代替的
な尺度の活用や，あるいは，反証的アプローチを用いることも検討されなければならない。
第二章　企業文化
　前章で議論したとおり，市場志向文化の概念的曖昧さを克服し，市場志向文化の文化人類学的要
素が組織学習に対してプラスの影響を及ぼし，それが組織パフォーマンスにつながることを検証す
るためには，これまで組織論の分野で検討されてきた企業文化の概念4をレビューする必要があ
る。まず，多くの組織論者たちが述べているように（例えば，Brown　1995），組織学習の定義と同
3市場志向，学習志向，イノベーション，組織パフォーマソスなどの相互関係について実証的に検証している
　研究はいくつか存在するが，市場志向という文化の構成要素に組織論の研究成果である文化人類学的な構成
要素を用いて実証研究している例はほとんどない。
4定義について本論で紹介する文献によっては，組織文化という用語を用いているが，本論文では，組織文化
　と企業文化を同義として扱う。
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様，企業文化には様々な定義がなされている。組織論における伝統的かつ先駆的な研究としてしば
しば引用されるものに，Jaques（1951），Clark（1973），Pettigrew（1979）らの定義がある。
Jaques（1951）は，工場での組織変革の研究の中で，「文化とは，程度の差こそあれ，メンバー
全員に共有されているもので，さらに，新しいメンバーがその企業で仕事をするに当たって学ぶべ
きもので，少なくとも，ある程度は，組織に受け入れられるために受容しなければならないもので
あり，物事を考えたり行ったりする際の慣習的で伝統的なやり方である」と定義している（p．251）。
また，Clark（1972）とPettigrew（1979）は学校組織を対象とした研究の中で，「組織の知恵（or－
ganizational　sage）とは，公的に構築されたグループでの特有な行動に対する共通理解である」
（Clark　1972，　p．178），「組織文化は，特定の時に，特定のグループに対して作用する公的で共通に
受け入れられた意味づけ（meaning）の体系」であり，信念，イデオロギー，言葉，儀式，神話か
らなる合成物である」（Pettigrew　1979，　p．574）と，各々，定義している。また，組織文化の構成
要素と組織変革の手順の体系化を試みたSchein（1985）は，「組織文化とは，ある特定のグループ
が，外部への適応問題や，内部での統合問題を上手く対処できるようになるために，創り出され，
発見され，あるいは，発展させられた基本的仮定のパターン」（pp．8－9）と定義している。その他
にも，「組織文化とは，組織の歴史の中で開発され，かつ，具体的な計画とメンバーの行動にはっ
きりと表れる傾向にある信念，価値観経験から学んだ対処パターンと言える」（Brown　1995，　p．8）
といった定義もある。
　マーケティング学問においては，「組織機能に関して共有された仮定と理解の集まり
（Deshpand6　and　Webster　1989，　p．4）」，「個人が組織機能を理解するのを助ける共有された価値観
図2．文化レベルとそれらの相互作用
人工物と創造物
技術
芸術
目に見えて聞くことのできる行動パターン
価値観
物理的環境において検証可能なもの
社会的コンセンサスによってのみ検証可能なもの
基本的仮定
環境との関係性について
現実，時間，場所の性質について
人間性の本質にっいて
人間らしい行動の本質について
人間関係の本質について
出所：Schein，　Edgar　H．
　　Publishers．，　p．14．
見ることはできるが，しばし
ば，解読できない
　　　　　↑
より高度な知覚レベル
　　　　　↑
当然のことと考えていること
あらかじめ意識していること
（1985），Organizαtional　Culture　a　zd　Leadership，　Jossey－Bass
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と信念であり，組織内での行動に対する規範を提供するもの」（Deshpand6，　Farley，　and　Webster
1993，p．24）として企業文化が定i義されている。
　上記で示したとおり，多様な定義を持つ企業文化には，様々な構成要素が含まれている。仮に，
マネジャーが文化を開発でき，統制できるとしたら，それらの構成要素を明確にする必要がある。
組織論においては，Deal　and　Kennedy（1982）は，文化の要素として，企業環境5，理念，英雄，
儀礼と儀式，文化のネットワーク（社内における語り役，スパイ，聖職者，秘密結社，耳打ち役な
ど）を指摘している。Schein（1985）は，意識として留まっているレベルから，可視化できるレベ
ルへと三段階からなる文化の階層性を示している（図2参照）。さらに，梅澤（2003）は，文化を
価値と規範の体系（ある社会体系において望ましいと考えられている思考と行動や生活様式の体系）
と捉えた上で，アメリカの組織文化論での研究成果による文化の構成要素（経営理念，英雄，儀礼
と儀式，コミュニケーショソ・メディア）に視聴覚項目などを追加・修正し，独自の文化構成要素
を示している（表2参照）。また，Hatch（1997）は，文化上の規範，価値観，仮定を基礎とした
目に見えて，触れることができ，聞くことができる行動の遺物として人工物を捉え，それらを分類
している（表3参照）。さらに，Brown（1995）は，文化の構成要素を表面的なレベルとより深い
レベルという二つのレベルに分類している。前者には，企業ロゴ，ミッション・ステートメント，
会社の建物，物語や神話および比喩のような言葉による人工物，儀式やセレモニーのような行動上
の人工物，英雄や組織のシンボルのような様々な人工物があり，後者には，倫理的な規範に組み込
表2．組織の中の文化の要素
一般的文化項目 企業における具体例
経営理念（表明された企業の価値観） 社是・社訓，経営綱領，経営原則，企業哲学， 経営理
企業組織における「観念文化」のエッセソス，企業 念，社憲
　　　　　　　　　　　　　　　　　　一ﾆ経営の望ましいあり方，指導原理
組織規範，職場規範（企業の中の社会規範） 就業規則，労使協約，倫理規定，社員行動基準， 人事
社会規範の4区分（法律，慣習（流行・習俗・儀 考課基準，権限規程，目標記述書，べからず集
　　　　　　　　　　甜　　　　　　　　　　　許轣E伝統），禁忌ぐタラー），習律）
．一匿」
社会人類学的項目（儀礼，儀式） 入社式，新年互礼会，永年勤続表彰など
一．「・．
視聴覚項目（オーディオ・ビジュアル・アイテム） 社旗，社章，社歌，BGM，モニュメント，ロゴ・マ
一ク
一．．　醒一一・．P 雫
コミュニケーション・．メディア（組織文化のネットワ 社史，社内報，会社博物館，広報誌，入社案内， 企業
一ク） 概要，特定企業について書かれた書物，創業物語，
?
会社物語，組織内神話，武勇伝，エピソード，語り 業者物語，武勇伝など
役，聖職者，うわさ屋
一．　．　匿一一匿一
噛
シンボリック・パーソソ（経営理念や望ましい企業像 創業者，中興の祖，業績功労者，商品ヒッ トメーカ
　　　　　　’　　　　　　　　　　　　｛　帆ﾌ体現者，企業興隆に大きく寄与した功労者，英雄） 　　　　　　　　　　　　　　　L|，技術開発者（会社物語，武勇伝に登場する人）
一置出所：梅澤　正（2003）『組織文化　経営文化　企業文化』同文舘出版，36ページ。
5Deal　and　kennedy（1982）は，企業の外部環境（製品，競争業者，顧客，技術，政府の影響力など）を文化
の決定要素として挙げているが，それを扱うことは，この論文の範囲を超えている。
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表3．組織文化の人工物
カテゴリー 具　体　例
物的な表出 ・芸術品／デザイン／ロゴ
・建物／装飾品
・服装／外観
・物的対象物
・物的レイアウト
行動上での表出 ・セレモニー
・コミュニケーショソ・パターン
・伝統／慣習
・報酬／処罰
口頭による表出 ・逸話／冗談
・集団だけに通じる用語／ニヅクネーム
・説明
・物語／神話／歴史
・英雄／悪役
・比喩
出所：Hatch，　Mary　J．（1997），Organization　Theory．・Modern，　Symbolic，
　　and　PostmodernoPerspectives，　Oxford　University　Press．，　p．216．
まれる支配的な信念，価値観，態度，行動規範がある。
市場志向文化の構成要素
　組織論における企業文化の構成要素に関するレビューから，著者は，文化人類学上の観点から，
以下のような階層構造として市場志向文化を概念化する（図3参照）。
　まず，基本的仮定だが，これは，市場志向の考え方そのもので，Narver　and　Slater（1990）の
定義6に依拠している。それ故に，基本的仮定は，現在と将来の最終顧客に対して，絶え間なく優
れた価値を創造することである。また，市場志向の実践に向けた指針として，最終顧客や競争業老
に関する市場情報を組織全体で生成し，普及させ，反応することと言える。ただし，ここで示す組
織全体とは，外部の組織をも含まれる。
　次に，この基本的仮定から導かれる価値観として，自社内の他部門，あるいは，チャネル・メソ
バーとの間の信用，自由解放，約束の遵守，尊重，協働が導かれる。Gebhardt，　Carpenter，　and　Sh－
erry（2006）は，市場志向型企業は，六つの文化上の価値観（信用（trust），自由解放（openness），
約束の遵守（promise　keeping），尊重（respect），協働（collaboration），存在理由として市場を捉
えること（market　as　the　raison　d’色tre））を包含していることを発見している。彼らの研究によれ
ば・最初の五つの価値観は，市場に焦点を当てることに団結した統一体として振舞うことを個人に
奨励する。存在理由としての市場は，共通目的に向けて協働する理論的根拠を個人に提示し，それ
6Narver　and　Slater（1990）は，「市場志向とは，買い手に対して優れた価値を創出するのに必要な行動を最も
効果的に，そして最も効率的に創造する組織文化である」と定義している（P．21）。
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図3．市場志向文化の階層構造
並物的な人工物
行動上の人口物
口頭による人工物
によって，他の五つの価値観を支援し補強する。これらの価値観の組合せは，組織全体の協働を支
持するメンバーの経験と能力を挺入れし，問題に対して共有された理解を生み出し，より有効な問
題解決の創造を許容し，よりしっかりとした協働によって解決策を効果的に遂行する組織環境を作
り出す（Gebhardt，　Carpenter，　and　Sherry　2006）。したがって，最初の五つの価値観をここでは採
用する。
　最後に，これらの基本的仮定と価値観から導かれる企業文化の人工物は，Hatch（1997）に従え
ば，物的なもの，行動上のもの，口頭によるものの三つに類型化できる。具体的な例としては，物
的な人工物には，ロゴ・マーク，ミッション・ステートメント（ポスター，社内報を含む印刷物な
ど），建物，シンボルなどがあり，行動上の人工物には，セレモニーおよび儀式やイベソト，報酬／
処罰，行動慣習などがあり，口頭による人工物としては，神話および物語り，英雄伝説，逸話など
である。
　これらの市場志向文化は，主として，トップ・マネジャーが従業員に対して発信し続けることが
必要である。Jaworski　and　Kohli（1993）は，口頭での語りかけのみであるが，トップ・マネジャ
ーが市場志向を強調することによって，市場情報を生成し，普及させ，反応することに組織を導く
こ老を明らかにしている。彼らによる実証研究での口頭での市場志向の強調だけでなく，さらに
は，物的な人工物，行動上の人工物，そして，口頭による人工物を駆使して，トップ・マネジャ’
（あるいは，SBUのマネジャー）は，組織構成員全体の価値観や基本的仮定を市場志向に向けさせ
ることが可能なはずである。それらの取組みによって，そのマネジャーの下で業務に従事する従業
員も市場志向文化を身に付け，その結果として，市場志向型組織の開発が実現するだろう。
第三章　市場志向型マーケティング・チャネルー概念枠組み一
1980年代後半以降，マーケティングの研究者および実務家の間で継続的な企業間取引関係への
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関心が高まった（例えば，Dwyer，　Schurr，　and　Oh　1987；Webster　1992）。そこでは，議論の焦点
が，売り手と買い手の間の単発取引から継続的な取引関係のマネジメントへと移行し，さらには，
そうした継続的な企業間取引関係におけるマーケティソグの役割の変化が強調されている
（Webster　1992）。第一章で議論したように，時を同じくして，市場志向への関心も高まってい
た。しかし，マーケティング・チャネル研究の分野では市場志向に対してほとんど注意が向けられ
てこなかった（Frazier　1999）。例外として，　Siguaw，　Simpson，　and　Baker（1998）は，供給業者の
市場志向度合いが取引先流通業者の市場志向とコミットメントにプラスの関係性があることを発見
した。彼らに従えば，単一企業内での市場志向は，他の取引先企業の市場志向度合いにも影響を及
ぼす可能性を有している。実際，売り手と買い手の関係性に対して，文化としての市場志向や非経
済的（あるいは，非強制的）パワーの行使が，売り手に対する買い手の満足度にプラスに関連づけ
られることが発見されている（例えば，Sanzo　et　al．2003；Bign6　et　al．2004）。
　これまでのチャネル関係性における市場志向の研究は，取引の一方の当事者の市場志向が他方の
当事者の市場志向度合いおよび満足度に与える影響を検討しているが，不思議なことに，以下の三
つの点については関心が向けられてこなかった。第一に，市場志向のチャネル・メソバー間では，
企業文化の側面からの相互作用が存在することである。市場志向の文化を持つ売り手と買い手の間
の取引では，売り手のマーケターと買い手の購買担当者との間で相互作用が行われ，それによっ
て，買い手の満足度が決定されるはずである（例えば，Steinman，　Deshpand6　and　Farley　2000を
参照せよ）。さらに，売り手と買い手の担当者間での相互作用には，各々の担当者が属する企業の
企業文化が影響を及ぼすはずである。企業文化をトップ・マネジャーが開発，統制できるとすれ
ば，売り手企業のマーケターと買い手企業の購買担当者が属する各々の企業のトップ・マネジャー
の文化マネジメントもチャネル関係性における担当者同士の行動に影響を及ぼすかもしれない。
　第二に，これまで，市場志向とチャネル関係性の概念モデルには，市場志向行動としての組織学
習という概念が組み込まれていなかった。Slater　and　Narver（1995）力概念化したように，市場
志向という文化は，組織学習という情報処理活動の活発化という形で体現化されるだろう。これを
考慮すると，売り手と買い手の関係性取引における強い市場志向は組織間学習に導くことが想定さ
れる。売り手企業と買い手企業との間で，市場志向文化の共有が実現されれば，双方が協働して現
在及び将来の顧客のニーズと，それらに影響を及ぼすその他の情報を収集し，双方の組織にその情
報を普及させ，そして，互いに協力してそれらのニーズに対応する製品やサービスを開発できるこ
とが期待される。
　第三に，ほとんどの研究は，長期的な関係性取引の便益を無条件に受け入れてきた7。したがっ
て，売り手と買い手の間の市場志向の共有がチャネル関係性のパフォーマンスにどの程度の影響を
及ぼすのかについて検討する必要があるだろう。関係性の維持にかかる費用が，そこから得られる
7Frazier（1999）は，関係性構築活動のコストはそれによる利益を上回ることがあり得るので，必ずしも関係
性取引が理にかなった取引形態ではなく，単発取引，市場取引となるかもしれないことを示唆している。
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便益を上回っているとしたら，関係性を構築する必要性はないかもしれない。以上のように，マー
ケティング・チャネルにおける関係性取引における市場志向に関しては，上記に指摘した点につい
て関心が向けられるべきである。次節以降，上記の三点について，詳しく検討することにしよう。
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企業内での文化マネジメントと市場志向文化の組織間共有　・
　これまで，市場志向の度合いとパフォーマンスの関係を探索する実証研究は，主として，SBU
のマネジャーあるいはマーケティソグ担当マネジャーをサンプルとして抽出し，仮説モデルを検証
してきた（例えば，Deshpand6，　Farley，　and　Webster　1993；Jaworski　and　Kohli　1993；Narver　and
Slater　1990；Slater　and　Narver　1994）。しかし，特定の企業内での文化の浸透度合いは，組織階層
の止位と下位との間さらには水平的な職能の違いによって異なると考えることができる。例えば，
小菅（2006）は，顧客志向は顧客と直接的に接する職位の従業員をサソプルとする方が，より企
業の実態を説明できると主張し，顧客と接する従業員がより顧客志向なほど顧客との接触経験も多
いことを証明している。
　しかし，マネジャーを調査対象とすべきなのか，あるいは，顧客と直接的に接する従業員を調査
対象とすべきなのかという議論は生産的ではないように思える。それは，マネジャーの立場から含
意を導き出すか，あるいは，従業員の立場から含意を導き出すかということに焦点を当てているに
過ぎない。本来ならば，双方に焦点を当てることが，文化マネジメソトに当たっては必要ではない
だろうか。したがって，マネジャーの市場志向度合いと，その文化を従業員へ浸透させるための施
策（つまり，文化の人工物），そして，それらの施策の下で業務を遂行する従業員の市場志向度合
いを把握することが，より現実を説明できると考えられる。さらには，非マーケティソグ部門の人
々の市場志向文化への理解度や浸透度も，マーケティング部門の人々の市場志向度合いとは異なる
ことが想定される。これらを考慮すれば，マーケティング部門のマネジャーとマーケティソグ担当
者，そして，非マーケティング部門のマネジャーと非マーケティング担当者という四者間での市場
志向度合いが，その売り手企業全体の市場志向文化を形成し，各々が相互に影響しあって，最終的
には，マーケティング担当老の行動として表出することになるだろう。さらに，このことは，買い
手企業の購買部門と非購買部門の人々との間でも同様のことが言えるだろう。買い手企業において
も，購買部門のマネジャーと購買担当者，そして，非購買部門のマネジャーと非購買担当者という
四者の問の市場志向度合いが，買い手企業全体の市場志向文化を形成し，各々が相互に影響しあっ
て，購買担当者の行動として表出するだろう。そして最終的には，これら売り手企業のマーケティ
ソグ担当者と買い手企業の購買担当者の相互作用の結果が，チャネル・メンバー同士の文化の共有
（すなわち，市場志向文化の組織間共有）という結果になるはずである。そして，第二章で議論し
たように，トップ・マネジャー（あるいは，マーケティング部門および購買部門のマネジャー）が，
文化の人工物（物的な人工物，行動上の人工物，口頭による人工物）を駆使して，市場志向を組織
構成員に浸透させることによって，その組織は市場志向型組織を開発することができるだろう。さ
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　　　　　　　図4．市場志向型マーケティング・チャネル
　　　　市場志向型文化の組織間共有と組織間学習の概念モデルー
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らに，取引関係にある売り手のマーケティング担当者と買い手の購買担当者の両者間でこの取組み
が行われれば，結果として，両社とも市場志向型組織となり，それらの類似性が双方の一体感を高
め，市場志向文化を共有することができるだろう。その後，その共有された市場志向文化は，組織
間学習という行動フェーズに移行するだろう。これらの考察の結果，著者は，図4のような概念
モデルを開発した。
チャネル・メンバー間での組織間学習と組織パフォーマンス
　チャネル・メンバー間において，市場志向という文化を共有することは，市場志向型マーケティ
ソグ・チャネルの構築に貢献するものと思われる。Day（1999）は，市場駆動型組織は，価値を付
加するパートナーとしてチャネル・メンバーを捉えると述べている。実際，Lukas，　Hult，　and
Ferrell（1996）は，チャネル・メンバー間での組織間学習に着目して組織学習を考察している。
彼らは，単一組織と同様に，直ぐ隣のチャネル・メンバーを巻き込んだ組織間プロセスとしてチャ
ネル・メンバー間での組織学習を捉え，複数企業間での組織学習の可能性を探求している。しか
し，彼らのフィールド調査は，組織学習を三つのサブ・プロセス（（1）順応による学習（learning
by　adaptation），（2）仮定の共有による学習（learning　by　assumption　sharing），（3）知識開発による
学習（learning　by　knowledge　development））からなるモデルであり，　Sinkula（1994）やSlater
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and　Narver（1995）による情報処理モデルとは異なっている。前章の議論に基づけば，　Slater　and
Narver（1995）が提案した市場に存在している顧客と競争業者に関する情報を生成し，組織内に
　　　　　　　　，　ノ　r
普及させ，組織として反応するという市場志向9行動的な側面をチャネル間での組織間学習と捉え
れば，売り手と買い手の双方が市場志向の文化を強く保有している場合，両者はその市場志向文化
を共有し，互いに協力して，市場情報の生成，普及，反応を行うかもしれない。そして，それによ
って組織のパフォーマソスを向上させることができるかもしれない。
組織間学習とチャネル・パワー
　チャネル全体が市場情報を生成し，普及させ，チャネル全体でそれに反応するには，市場志向と
いう文化の開発と共有がチャネル・メンバー間に必要となるが，市場志向型チャネルの実現はそれ
だけでは不十分である。共有された文化は実践に移されなければならない。Gebhardt，　Carpenter，
and　Sherry（2006）は，単一組織内での個人間および部門間でのパワーの配分関係が市場志向文化
への変革，とりわけ，文化変革の扇動，変革の道案内，市場志向の維持に対して重要な役割を果た
すことを発見している。他方，チャネル・メンバー同士の関係性は，相互依存関係を基盤に形成さ
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れる（Emerson　1962）。関係性を結びたいと考えている企業は，関係性の潜在的な相手企業に対し
て関係性締結の魅力や正当性を認識させなければならない（Dwyer，　ScHuurr，　and　Oh　1987）。この
魅力には，リベートなどの経済的なものだけでもなく，かつ，市場志向文化以外の非経済的な魅力
も含まれる。例えば，売り手企業側では，技術力，製品開発力，生産キャパシティ，競争業者や業
界に関する情報収集力などが考えられ，買い手企業側では，現在及び将来の顧客ニーズの予測力，
製品企画力，店舗オペレーションの柔軟性などが考えられる。しかし，当時者間でこれらのチャネ
ル・パワーが不均衡な状態にある場合には，組織間学習は効果的に行われない可能性がある。した
がって，チャネル・メソバー間でのパワー均衡は市場志向型チャネルの開発に際してモデレーター
として作用すると推察される。
まとめと将来の研究の方向性
　競争環境の変化の迅速化は，企業間取引を固定的な形態からより柔軟なものへと変革を促す。我
が国のマーケティング・チャネルは，伝統的な系列取引に代表されるように，固定的かつ長期的取
引を前提としていた。しかし，その後，戦略的連携や系列取引の解消が進み，様々な新しいマーケ
ティソグ・チャネル形態が模索されている。しかしながら，これらの取組みは，そのほとんどが取
引形態面に関心が向けられ，マーケティング実務を遂行する際の精神的な側面（すなわち，市場志
向という企業文化）からの企業間関係には，ほとんど関心が向けられてこなかった。組織のパフオ
ーマンスあるいはマーケティング・チャネル全体の有効性を高めるためには，組織形態の見直しだ
けでなく，組織間での文化の共有についても注意が向けられるべきである。
　本論は，市場志向という文化とそれの実践による組織パフォーマンスの向上を説明するための概
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念枠組みの構築を試みた。これまで市場志向の研究ではあまり検討されてこなかった文化人類学の
観点がら市場志向文化を開発し統制するための操作化可能な構成要素を導き出した。また，これま
での研究では，文化と実践が明確に区別されず，市場志向という独立変数として実証研究が行われ
がちだった。今回の研究では，文化人類学上の要素からなる市場志向文化と，市場情報の処理プロ
セスとしての組織学習を明確に区別している。これらの検討の結果から導き出された概念モデル
1
は，市場志向文化の有効性と，チャネル・メンバー間でそれを共有し，組織間学習を実践すること
が組織のパフォーマンス向上に貢献することを説明するのに役立つだろう。
　一方で，文化支配（cultural　dominance）に関する問題が残されている（Harris　and　Ogbonna
1999）。単一の組織内であっても，いくつかのサブ・カルチャーを有している。市場志向文化は，
組織内の他のサブ・カルチャーを支配できるのだろうか。例えば，市場志向文化の他に，まったく
異なるサブ・カルチャーを同時に有する企業があった場合，それらサブ・カルチャーと市場志向文
化はどのように影響しあうのだろうか。そして，最終的に，市場志向文化がその企業の支配的な文
化になり得るのだろうか。仮に，支配的な文化になり得なかった場合には，どのようにすれば市場
志向文化が他のサブ・カルチャーを支配できるのだろうか。この問題は，今回のテーマの範囲を超
えているが，重要な研究課題である。
　最後に，今後の研究の方向性として，今回提示した概念モデルをより精緻化する必要がある。と
りわけ，市場志向文化の操作化可能な構成要素の具体化が挙げられる。この問題は，組織論の研究
においても多くの研究者たちが様々な要素を指摘しており，非常に困難な作業であるが，組織論の
研究成果をレビューしながら進めなければならない。また，概念モデルをテストすることも残され
ている。市場志向文化に尺度を割当て，実証的に検証する必要があるだろう。その検証結果が有意
となった時に，市場志向型マーケティング・チャネルの有効性が支持されることになる。
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